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1. はじめに 
1-1. 研究の背景 
 我が国でも、人口減少を前提とした都市計画の立案と実践
が求められている。近年、各自治体で策定が進む市街化区

域を主な対象とした立地適正化計画は、都市マスタープラ

ン（以下 MP）の高度化版と位置づけられているが、あく
までも居住を誘導するものであり、規制のような実効性の

高い手法ではない。また、行政サービスの供給効率が低く

なりやすい都市周縁部へ施策の不足も指摘されている 1)。

今後より一層の人口減少が進んだ場合、行政サービスを維

持の検討や空洞化した地区における居住生活像を構想する

ことが重要になると考えられる。しかし、現状の都市計画

制度では、そうした低密度化した地区の空間像の立案は自

治体に委ねられており、計画手続きの中でそうした地区の

将来像の構想が必ずしも担保されているとは言い難い。 
日本に先立って人口減少に直面したドイツ（旧東ドイツ地

域）や米国の五大湖周辺の衰退工業都市では、人口減少に

対応するための都市計画が策定・展開され、知見の蓄積が

進んでいる。特に米国の五大湖周辺の衰退工業都市では、

空洞化した居住地区の対応するための新たな用途地域を盛

り込んだMPとゾーニング・コード（土地利用規制条例、
以下ZC）の策定・改訂が進んでおり、日本への示唆も多い
と推察される。本研究は日本同様に市場原理を尊重し、欧

州先進国と比して相対的に行政の権限が弱い米国の都市計

画を研究対象とする。 
1-2. 研究の目的 
本研究は、空き家・空き地等が集積した空洞化地区に対し

て用途地域変更等の土地利用の転換を志向するMPを策定
している米国の衰退工業都市の自治体に着目し、①MP の
策定状況を把握するとともに、②土地利用計画の戦略性を

整理し、人口減少に対応するための都市計画技術に対する

示唆を得ることを目的とする。 
1-3. 既往研究と本研究の意義 
	 Bearuregard2)は、産業構造の転換と郊外化に進行により米

国でも 20 世紀後半から人口減少都市が増加傾向にあり、
特に五大湖周辺の衰退工業都市は人口減少に歯止めがかか

っていない点を指摘している。また、計画技術の観点から

は、土地需要の低下や、人口減少下特有の問題に対処する

ための都市計画技術の必要性も数多く指摘されている

（Rybczynskiら 3)、Popperら 4)、Oswaltら 5)、Dewar6）ら）。
Schillingら 7)や Scartz8)は、先行研究や事例に基づき、人口

減少下での計画技術としては、住民参加を重視しながら戦

略プランニング(strategic planning)(1)を用いることが有効で

あると主張している。 
	 人口減少都市を対象とした先行研究としては、ミシガン

州・オハイオ州の各都市を扱ったものが多い。Hackworth9)

は人口減少都市における都市計画（公的計画でないものも

含む）比較し、住民参加については肯定的であるものの、

計画内での緑地等の位置づけやインフラ削減効果、空洞化

した地区に残された住民への対応などに疑問を呈している。

米国で初めて規模適正化（right sizing）(2)の構想を提唱した

Youngstown市に関する研究多数存在する（Rhodesら 11）、

Schatz12)、Röschlau13)、Faga14)、Morrison15)ら）。ただし、2005
年に策定されたYoungstown2010計画に関するものであり、
住民参加が合意形成に寄与した点は評価される一方で、そ

の実効性に関しては疑問が呈されている。また、ミシガン

州Flint市を対象とした、Gilittiら 16)の研究ではランドバン

ク（以下LB）事業と都市政策の連動による都市政策の可能
性が提示されている。また、2013年に策定された新MPに
ついて Pallagstら 17)は緑化やグリーンインフラが新たな都
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市計画の手法の1つとなり得ると主張している。Detroit市
に関する研究は多数存在するものの、2013年に財政破綻を
迎えたこともあり、非営利セクターへ着目した観点からの

研究が多く、公的なMPの研究は少ない。 
 また、土地需要が低下した中で土地利用をコントロールす
るための手法としてダウンゾーニング（以下DZ）が想定さ
れるが、DZに関わる重大な問題としては taking(3)の問題が

ある。La Croix 18)によれば、米国の衰退工業都市の代表格で

あるCleveland市のように、極端に地価が下落し（現状の資
産価値が低く）住宅市場も機能していない場合には、都市

農業等への利用のみに土地利用を制限するDZは、私有財
産の利用による経済的便益の創出機会を完全には剥奪して

いないことから takingに該当しないと整理している(4)。 
邦文文献では、Youngstown市については、Youngstown2010
に関する矢作による報告 19)や、矢吹ら 20)による

Youngstown2010以降のCDCs等の具体的な取り組みの学術
報告などが存在する。Flint市については、清水ら21)はFlint
市の MP の概要を明らかにしている。また矢吹ら 22) 23)は

Flint市のMPとZCの策定プロセスにおける合意形成の要
因と可変的な土地利用を含む空間戦略、MP 策定後の他主
体連携による荒廃除去活動の展開状況を明らかにしている。 
本研究の新規性は、空洞化地区の土地利用転換を進める衰

退工業都市の土地利用戦略の策定経緯と内容を網羅的に整

理することで、その傾向を明らかにする点、人口減少時代

に対応するための特徴的な計画技術に着目する点にある。 
1-4.研究の方法 
本研究は、自治体が公開している行政文書（MP、ZC、地
区単位の計画、議事録等）に加えて、補足的に行政の都市

計画部局へのインタビュー調査を実施した(5)。 
1-5.用語の定義 
①土地利用転換型MP及びZC：商業・居住・業務・公共施
設などの従来的な用途に対して、自然的土地利用への回帰

や居住を抑制する（新規居住者の流入の抑制）などの土地

利用を盛り込んだMPやZCと定義する。 
②居住抑制地区：新規居住者の流入を抑制し、行政サービ

スの縮減を目指す土地利用規制を導入する地区と定義する。 
 
2. 米国の人口減少と政策の展開状況 
米国においてピーク人口と比較した場合の人口減少率が

高い都市は五大湖周辺に位置する産業衰退に直面した工業

都市である24)。それらの都市の多くは製造業で繁栄した都

市である。20世紀後半から衰退の兆しは見られ、都市開発
補助金（UDAG: Urban Development Action Grant）などに代
表される公的資金を原資とした都心部の再生（再開発等）

を試みたものの、その多くは人口が増加に転じるまでの効

果は生まなかった。そうした長期間の衰退に追い打ちとな

ったのは 2007 年以降のサブプライムローン問題に端を発
する住宅バブル崩壊と金融危機である。五大湖周辺の都市

にはサブプライムローンを使用していた住宅所有者が多く

存在しており、ローン返済滞納者の増加から、住宅の差し

押さえ物件が急増した。米国政府はそうした状況に対処す

るために緊急財政政策を実施した。2008年の住宅・経済再
生法（Housing and Economic Recovery Act of 2008）では、住
宅差押え世帯の救済や連邦住宅抵当公庫等への資金注入を

実施した。その中で近隣地区安定化プログラム（NSP: 
Neighborhood Stabilization Program）は設立されて、従来から
使用されているコミュニティ開発包括助成金（CDBG）の
一部として自治体やLB、CDCs等に配分された(6)。また、

米国緊急経済安定化法（Emergency Economic Stabilization Act 
of 2008）では不良資産救済プログラム（TARP）が展開され、
その中に設けられた住宅市場の安定化を目的とした

Hardest Hit Fund（HHF）が州の住宅局を経由し各郡のLB等
の活動原資として配分されている(7)。米国復興再投資法

（American Recovery and Reinvestment Act of 2009）は、停滞
した経済を活性化するための景気刺激策であるが当該分野

はインフラ整備への支援も対象としており、都市整備への

新たな資金援助メニューとして活用されている。 
また、ミシガン州では2008年に改訂した州法で自治体に
よるMPの策定を義務付けるとともにMPで策定出来る項
目として空き家・空き地等への対策を項目立てした(表-1)。
こうした州レベルでの計画策定への介入も空洞化した地区

に重点をおいたMPの策定例の増加の一因となっている。 

表-1. ミシガン州法（MPで策定できる項目）25)より筆者作成 
 ミシガン計画授権法  Sec. 33. (2) 
1. 土地利用：様々な利用のための土地の分類と配置を含む土地利用計画 
2. インフラ：道路を使用する全ての人に対する交通を含むｲﾝﾌﾗに関する勧告 
3. 荒廃除去：荒廃地区の再開発又は修復に関する提言 
4. 土地利用規制：土地利用規制条例を定めている政府の地方部局に向けては ゾーニング
プラン（土地利用規制） 

5. 実践  ：マスタープランの提案のいずれかの実践に関する提言  

 
こうした緊急の財政政策により、人口減少都市においては

空き家・空き地の除却や管理等の推進による近隣地区の安

定化が進むようになると共に、MP の改訂等の原資が得ら
れ易くなったことが人口減少に対応するための都市計画の

立案・実践されるようになった背景として指摘出来る。 
 
3. 米国の人口減少に対応する都市計画の網羅的整理 
3-1.分析対象自治体の抽出と各都市の状況 
	 既往研究(8)とインタビュー調査(9)から、前述の土地利用転

換型のマスタープランとして、Youngstown市、Cleveland市、
Saginaw市、Flint市、Pontiac市の5都市を抽出した（表-2）。 
以下に各都市の土地利用計画の内容と策定過程を述べる。 
①Youngstown 市：2005 年に策定された MP である
Youngstown2010では、ビジョンの１つに「Youngstownが小
さい都市であることを受け入れる」という規模適正化の発

想が盛り込まれた。MP の土地利用計画では重・軽工業地
区を緑豊かな工場団地に転換する Industrial Green（IG）地
区を導入した。また商業地区を16%削減し、居住地区も30%
削減している。空洞化した居住地区に対して特段新たな土

地利用は新設していないものの、IG地区を空洞化した居住
地区に適用するとともに、行政の意向としては元来湿地だ
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った土地については一部湿地へ回帰させる計画意図を持っ

ていた(26)。MPの策定プロセスの中では、住民から「行政に
より移住を強いられるのではないか」という懸念の声があ

がった。しかし、計画チームは当該MPが移住を強制する
ものではなく、既存の居住者は継続して居住して何ら問題

ないということを丹念に説明することで合意形成に至った
(10)。また、同市では2013年にZCを改訂しており(27)、IG地
区を規制化すると共に、居住の抑制を図る Limited Service 
Overlay（LSO）地区を導入した(11)。ただし、行政サービス

の低減を図る LSO 地区は行政が住民との合意形成を忌避
したことから、準備したに留まり、地区の指定には至らな

かった再(10)。また、Youngstown2010 の策定段階では、市に
は実効性のあるLBが存在しなかった(12)。 
②Cleveland市：2007年に策定したMPでは、空洞化した地
区を対象とする土地利用転換は志向しておらず、「用途混在

(複合用途)」を重視し、ダウンタウン等では商業やオフィス

と住宅の複合化、その他の地区では職住近接型の複合用途

が提案されている 28)。当該計画は、2007年の住宅バブル崩
壊以降の状況を反映していないものの、市では 1929 年策
定のゾーニングを漸進的に改訂することで、人口減少に伴

い発生した空洞化した土地への対応を図っている(13)。2005
年に導入された新用途地域であるオープンスペース&レク
リエーションゾーニング地区では、行政が空き地を公園や

レクリエーション施設等に指定することを可能にしている。

また、2007年にも用途地域が新設され、アーバンガーデン
ゾーニング地区が導入された。これは土地を菜園などとし

て利用することを許容する用途地域である(直売所等も許
可)。2009年と2010年の用途規制の緩和では、居住地区に
おける都市農業や養鶏・養蜂等の土地利用を条件付き（規

模等に関するもの）で緩和するなど、土地需要の低下に応

じた土地利用規制を導入している。2010年には都市農業オ
ーバーレイ地区が導入され、指定された地区では大規模都 

表-2. 研究対象自治体の概要とMP・ZCの内容（26),28),33),34),36)を元に筆者が作成） 
１
 
基 

本 

情 

報 
 

                            

都市名, 所在郡, 
所在州 

  Youngstown市, Mahoning郡, オ
ハイオ州（OH） 

Cleveland市, Cuyahoga郡, 
オハイオ州（OH） 

Saginaw市, Saginaw郡, 
ミシガン州（MI） 

Flint市, Genesee郡, 
ミシガン州（MI） 

Pontiac市, Oakland郡, 
ミシガン州（MI） 

市の概要   ・Cleveland市とPittsburgh市の
中間地点に位置 
・市内はマホニング川が流れる。鉄
鋼業で反映したが産業転換ととも
に衰退した 

・オハイオ州北部に位置し、エリー湖畔に
位置する 
・製鉄業などの製造業で繁栄、近年ヘルス
ケア産業などへの産業構造の転換に取り
組んでいる 

・ヒューロン湖へと繋がる
サギノー川の河口か
30kmに位置する 
・自動車産業（GM）で繁
栄したが衰退した 

・ミシガン州ロウアー半島中央部に
位置する 
・市内にフリント川が流れGMの
企業城下町として繁栄、自動車産
業の斜陽化と共に衰退 

・ミシガン州南東部のDetroit都市
圏に位置し、GM等の企業城下町
として繁栄、他都市同様、自動車
産業の衰退と要因として人口減少
に直面した 

人口 人口（2016） 64,312 385,809 48,984 97,386 59,515 
 ピーク人口（年） 170,002(1930) 914,808(1950) 98,265(1960) 196,940(1960) 85,279(1970) 
 人口減少率（％） 60.6% 56.6% 50.2% 48.0% 30.2% 
世帯数 世帯数（2011-15） 26,731 167,100 19,286 40,260 23,566 
市域面積 ※km2は陸域のみ 34.0mile2, 87.9km2 77.7 mile2, 201.2km2 17.34 mile2, 44.9km2 33.42 mile2, 86.5km2 19.97 mile2, 51.7km2 
人種構成（2015） 白人W 黒人B 

ﾋｽﾊ゚ ﾆｯｸH その他X 
W 42.3%, B 42.9%, 
H 10.3%, X 4.5% 

W 34.5%, B 50.1%, 
H 10.5%, X 4.9% 

W 37.7%, B 43.0%, 
H 14.3%, X 5.0% 

W 37.1%, B 54.8%, 
H 3.7%, X 4.4% 

W 26.6%, B 50.2%, 
H 16.8%, X 6.4% 

平均世帯収入(2015) $/世帯, 貧困線以下割合 $24,133, 38.3% $26,150, 34.7% $27,990, 35.9% $24,862, 41.2% $28,505, 35.7% 
人口密度 人/ mile2 1,972.7 5,107.2 2,971.2 3,065.4 2,980.1  

人/ km2  ※陸域のみ 762.0 1,972.7 1,147.6 1,184.0 1,151.1 
遊休地の状況 空き家率（2010） 19.0% 15.9% 16.0% 21.1% 18.0% 

２  

マ 

ス 

タ 

ー 

プ 

ラ 

ン 

の 

内 

容 

                

計画概要 
  

名称 Youngstown2010 Connecting Cleveland 2020 Citywide 
Plan 

Saginaw Master Plan Master Plan for a Sustainable 
Flint 

2014 Master Plan Update 

策定年 2005 2007 2011 2013 2014（*1） 
計画の背景 策定背景 ・1999年の民間シンクタンクのレ

ポートの「資産はあるがリーダー
シップはない」との指摘を契機に
市議会が計画策定予算を配分し開
始された 
・8万人の人口維持が目標 

・複合的な用途の許容や工業地区の再目的
化など、現況の政策トレンドに合わせて
改訂した 
・住宅バブル崩壊発生以前の計画であるた
め、遊休地等の対策は重視されていない 

・2008年に改訂された州
法に基づきマスタープラ
ンを改訂 

・2009年就任の新市長が約半世紀
改訂していないマスタープランと
現況の乖離に危機感を頂いたこと
を契機とする 
・連邦政府の助成金の獲得を契機と
して改訂を実施した 

・2008年策定のMPの改訂版と
いう位置づけ 
・2008年以降に発生した金融危機
と税滞納物件の増加に対応するた
めにMPの改訂が必要と判断し
た 

 計画の構成 
  
  
  
  
  

背景/目標 □歴史:開発の歴史(立地と状況)/物
理的環境/計画の必要性 

□総合計画/市民ビジョン/テーマ 
□ビジョン/ビジョン策定の原則 

  □ビジョン/ガイド原則 □持続可能なPontiac/方法論/ﾋ ｼ゙゙
ｮﾝ/ﾌ゚ ﾚｲｽﾒｲｷﾝｸﾞとｽﾏ ﾄーｸ ﾛ゙ー ｽ/ｺ゙ ﾙー
と目的 

策定プロセス □ﾋ゙ ｼ゙ ｮﾝ策定ﾌ゚ ﾛｾｽ
Youngstown2010のﾋ ｼ゙゙ ｮﾝ 
□計画ﾌ゚ ﾛｾｽ/市民参加とﾏー ｹﾃｨﾝｸ  ゙

― □計画プロセス 
□住民参加:情報収集方法
/Web調査/ｺﾐｭﾆﾃｨ会議 

□市民参加 □市民参加 

現況把握 □土地利用:産業/居住/商業/公的機
関 
□概要:人口/人種/年齢構成/住宅/空
き地/空き家分布/ｵ ﾊー゙ ﾚーｲｿ゙ ﾆーﾝｸ゙  
□資産:交通 -水路 -緑のﾈｯﾄﾜー ｸ-ｺﾝﾊ゚
ｸﾄｺｱ（中心市街地） 

□はじめに/強み/弱み □Saginawについて:位置/
歴史/人口/公共ｻ ﾋー ｽ゙とｲﾝ
ﾌﾗ 
□現況土地利用:概要/土地利
用区分と分析/現況土地利
用計画図 

□市の概要:歴史/人口・市場/ﾏｽﾀー ﾌ゚
ﾗﾝの構成 

□基礎ﾃ゙ ｰﾀ:人口/住宅/年齢・世帯/
人口分析/世帯動態と構成/住宅分
析/交通/雇用/技術/人口調査標準
地域 
□現況の土地利用 

土地利用計画 □計画のテーマ（将来土地利用計
画）: 1.ｸ ﾘ゙ ﾝーﾈｯﾄﾜ ｸー 2.競争力あ
る工業地区 3.持続的な近隣地区 
4.活力あるコア 
□ﾚｸﾘｴ ｼーｮﾝとｵー ﾌ゚ ﾝｽﾍ゚ ｽー/産業/居住
/商業/公共機関 

□将来土地利用計画（*3) □将来土地利用計画 □将来土地利用計画（*4） □将来土地利用計画 

分野別方針 ― 人口(*3)/住宅/商業/経済開発/ﾚｸﾘｴー ｼｮﾝ・ｵー
ﾌ ﾝ゚ｽﾍ゚ ｽー/ｺﾐｭﾆﾃｨｻ ﾋー ｽ゙/治安/交通・ｲﾝﾌﾗ/芸
術・文化/持続可能性/保全/機会・公正性
(*3) 

― 土地利用/住宅&近隣地区/交通&ﾓﾋ゙
ﾘﾃｨ/環境的特性,ｵ ﾌー ﾝ゚ｽﾍ゚ ｰｽ&公園/ｲ
ﾝﾌﾗ&ｺﾐｭﾆﾃｨ施設/経済開発&教育/治
安,健康&福祉/芸術&文化 

交通/公園, ﾚｸﾘｴー ｼｮﾝ&自然的特徴/
経済開発(ﾌ ﾚ゚ｲｽﾒｲｷﾝｸ゙ &新しい経済) 

地区別方針 5地区(北/南/東/西/中央) 近隣別の計画（36地区で詳細に計画） ― ― ― 
計画の実現 □次のステップ/全市的事業/各地区

の事業(北部/南部/東部/西部/中
央) 

□実践:ﾏー ｹﾃｨﾝｸ /゙近隣単位の計画/ｿ゙ ﾆーﾝｸ゙ /
資本整備/ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ/資金助成/市民参加 

□行動プログラム:目標/ﾁｪｯｸ
ﾘｽﾄ 

□実践 □ｿ゙ ﾆーﾝｸ゙ と実践計画 

マスタープランの最終改訂年（今回以前） 1951(1974改訂) 1991 1992 1960 2008 

３  

ゾ 

ー 

ニ 

ン 

グ 

の 

内 

容 

ゾーニングの改定状況 直近の全面改訂年 1969 1929*5 1982 1974 2011 
MP改定後の全面改訂 済（2013） 未実施 未実施 済（2017）*6 未実施 

空き家・空き地に対応
する 
新規土地利用 
  

□ベースゾーニング □Industrial Green（産業用地が中
心であるが一部居住地区を含む） 

□Open Space& Recreation Zoning 
District 
□Urban Garden Zoning District 
※この他都市農業や家畜・養蜂に関する
ゾーニング変更を実施 

□Urban Venture Area 
□Green Reserve 
Opportunity Area 
□Rural Opportunity Area 

□Green Neighborhood 
□Green Innovation 

□Entrepreneurial: Residential, 
Commercial & Green 
□Entrepreneurial: Industrial, 
Commercial & Green 

■ｵー ﾊ゙ ﾚーｲｿ゙ ｰﾆﾝｸ゙  ■Limited Service Overlay ■Urban Agriculture Overlay地区 - - - 
内容 ・産業用地をIndustrial Greenへ

変更した 
・空洞化した地区へｵー ﾊ゙ ﾚーｲｿ゙ ｰﾆﾝｸ゙
で対応を試みたが地区の指定には
至っていない 

・ゾーニングの全面改訂は未実施 
・漸進的な改訂とｵ ﾊー゙ ﾚーｲｿ゙ ﾆーﾝｸ゙ により対
応 
・事業ベースで都市農業地区等を実現して
いる 

・民間事業者などの動きを
待って改訂を実施する
（開発意向などを聴取し
てから検討する予定） 

・マスタープランの策定直後に改訂
を進めたことで、土地利用計画を
ほぼその通りに踏襲している 

・2008年のマスタープランと経て
2011年にゾーニングは改訂した
が、2014年改訂の内容は反映し
ていない 

注記 *1：2008年策定のマスタープランを、住宅バブル崩壊・金融危機を受け2014年に改訂 *2：HP上で計画書とは別に公開されている。 *3：HP上に追加された章として掲載されていたもの。 *4：土地利用は分野別方針の一部
として提示されている。*5：2017年3月に都市計画委員会で承認されており、2017年中に議会承認手続きを実施（概ね内容確定していた）*6：1929年策定のゾーニングを漸進的に改訂 
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市農業や大型家畜の飼育が可能となった 29)（図-1 および
図-2）。同市は全米でも早くから LB を設置した都市であ
り（1976年設置）、2009年から郡LBも設置されている30)。	

しかし、住宅バブル崩壊以前に策定されたMPではLBと
の連携は言及されるものの、MPに基づく具体的なフレー
ムワークの策定や事業の実施は金融危機以後に実施され

ている再(13)。Cleveland市は州内の中枢都市であり、都市規

模も相対的に大きいことから、LBを活用した公有地のコ
ントロールに重点をおいている。具体的には2007年のMP
の策定以降、2009年より開始されたRe-Imaging Cleveland
プロジェクト 31)による。当該事業は米国財務省から拠出さ

れたNSP（近隣安定化プログラム）資金を原資として市役
所と大学、非営利組織によって展開されたプロジェクトで

あり、市内の130の市LB(14)所有物件（空き地）について

 
図-１.各都市のマスタープランの土地利用計画図（同一スケール）26),28),33),34),36)を元に筆者が作成 

- 960 -



公益社団法人日本都市計画学会 都市計画論文集 Vol.53 No.3 2018年 10月
Journal of the City Planning Institute of Japan, Vol.53 No.3, October, 2018

 
 

コミュニティガーデンや都市農業用地、ぶどう園や果樹園

などを創出するプロジェクトである。このプロジェクトの

実施に当たってCleveland市では、MP等を下敷きに策定さ
れたフレームワーク(15)に基づき、LB 物件の活用方針を決
定し、物件数には限りがあるもののMPで策定された土地
利用を実行へ移している。また、現在CUDCはLB保有物
件をグリーンインフラ化する構想を作成している(16)。以上

のことから同市の土地利用計画は面的に用途地域により規

制するのではなく土地利用の漸進的な改訂で、将来的な都

市像を実現していくというスタンスであると言える。 
③Saginaw市： 2011年のMPでは、空洞化した地区に対応
するために、主に３つの土地利用を新設した。Urban Venture
（UV）地区は、高い空洞化率を示している地区であり、学
校やコミュニティセンターが閉鎖した地区が指定されてい

る。UV 地区は住宅のほかコミュニティガーデンやアート
スタジオ、温室や直売所、スモールビジネス等のイノベー

ティブな用途・産業が立地することが出来るとしている。

また、市ではGreen Reserve Opportunity（GRO）地区を策定
した 33)（図-1）。GRO地区は、空洞化が深刻であり、税滞
納物件を多く抱える地区が指定されている。当該地区につ

いては、既存住民の継続居住は許容しているものの、これ

以上の建築許可は停止している。GRO空洞化地区を緑地等
へ回帰させることを念頭においた土地利用であるが、民間

投資の要望があった場合は開発用地としての活用が可能と

なる可変性を帯びた土地利用である(18)。GRO地区の大部分
はGreen Zoneと名付けられ、EPAの支援を受け計画検討を
行っており、郡 LBが税滞納物件を取得し運用している。
Rural Opportunity（RO）地区は氾濫する恐れのある河川沿い
が指定されており、農業やコミュニティガーデン、公園や

アウトドア等への利用に制限される再33)。同市においても、

MP の策定にあたり、主に現住地からの移住に対する懸念
の表明など、住民から反対意見があった。しかし、市役所

は当該MPが長期的なプロセスを示しているに過ぎず、短
期的な期間のうちに住民の不動産に何らかの措置や行政サ

ービスの縮減を図るものではない（移住を強要するもので

はない）ということを説明し合意形成に至った再(18)。同市で  
 

 
図-2.Cleveland市のZCの状況(17） 

は民間開発等の要望があった場合にそれに即した形で ZC
を変更する意図があり、ZCの改訂はまだ実施していない再
(18)。同市のMPでは、前述のGRO地区（Green Zone）の土
地利用転換の実践については、郡 LBがその中心を担うこ
とで計画されている(19)。背景には市のGreen Zoneを実施す
る予算が殆ど無いのに対し、郡 LBは荒廃除去や調査につ
いて連邦政府からの資金を得ていることもあり、郡 LBが
事業を主導することとなっている再(18)。 
④Flint市：2013年策定のMPでは、居住地区を空洞化の程
度と不動産価格に応じて３つに分割している。今後も住宅

地としての存続が期待できる地区は Traditional 
Neighborhood（TN）地区、空き地をコミュニティガーデン
等として利用することで緑豊かな居住地区として再生する

地区であるGreen Neighborhood（GN）地区、空洞化が深刻
で今後住宅地としての回復が見込めず土地の統合等（合筆）

により産業用地に転換するGreen Innovation（GI）地区が策
定されている 34)（図-1）。同市には全米屈指の能力を有する
郡立LBが存在し、荒廃除去や土地利用転換についてはLB
が中心的役割を担うことが前提となっていた。また同市の

MP はそもそも策定の段階から、既に LB 所有の物件が集
積している地区を GI 地区に指定するなど、土地利用転換
の実効性が予め担保されている計画であった(20)。 
GI地区は経済開発が発生しない場合には、郡LBが主導し
て土地の統合等を進め、自然的土地利用に回帰させるとい

う可変性が土地利用の戦略として内包されている再22)再23)。

具体的には、土地の合筆を進め大規模用地を創出していく

ことを想定している(21)。なお、MP策定後、郡ランドバンク
はMPに基づく決定木を策定しており、大規模都市農業や
グリーンインフラを GI 地区に誘導するような土地の処分
を実施し始めている再22)。Flint市でも、他市同様に規模適正
化を目指す計画の策定にあたり、住民から移住に対する懸

念の表明あったものの、計画策定プロセスの段階から、GI
地区では移住の必要はなく既存居住者は継続居住可能であ

ることを説明し、合意形成に至った再(21)。 
⑤Pontiac市：2008年計画35)では、今後5−15年間で開発を
進める潜在的強度転換地区（PICAs: Potential Intensity Change 
Areas）や特例的に複合用途開発やエネルギー生産拠点等の
建設を許可する特別用途(Special Use)地区を指定したもの
の、金融危機以降の不況からそうした成長基調の方針を見

直さざるを得なくなった。改訂MPでは、廃校跡や空き地
等が存在する地区について、居住を許容しながら複合用途

を導入する Entrepreneurial: Residential, Commercial & Green
（E-RCG）地区、産業用地を新たな産業用地として再生す
るEntrepreneurial: Industrial, Commercial & Green（E-ICG）地
区を策定するなど立地可能な用途の幅を拡大している 36)

（図-1）。同市の場合、E-ICG地区に指定している居住地区
は公有地や空き地であり民間地権者の土地において居住を

抑制するE-ICG地区には指定していない。また、これらの
用途地域は、居住地区の自然回帰等は念頭においていない
再36)。これは大都市Detroit市の近傍に位置し、比較的土地
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需要が期待できることが背景にあるものと推察される。MP
の中では、同市が位置するOakland郡は LBが無いため郡
立のLBの創設を提唱するとしている再36)。 
3-2.都市の概要と都市計画の枠組み 
	 表-2では、いずれの都市もピーク時からの人口減少率は
約50〜60％と深刻な人口減少に直面している（Pontiac市は
Detroit都市圏の郊外部という空間的特性を持つため減少率
が比較的低い）。人種としてはいずれの都市もアフリカ系ア

メリカ人の割合が最も多い。空き家率は15〜21％程度であ
るが、この他に空き地が存在する。平均所得は所在州の平

均の半分程度、貧困線以下人口率は米国平均（13.5%, 2015
年）の３倍程度を示しているなど、産業衰退と失業の結果

として生活困窮者が多く都市内に存在していると言える。 
	 MP の構成に関しては、現況把握、ビジョン、土地利用
計画を策定している点に共通性があるが、その他の分野別

方針と地区別方針の策定状況には差異がみられた。 
現況分析については、空き家率の国勢調査のデータは各都

市で存在するものの、空き地も含めた空間的な分布は不明

であるため、各都市で独自に調査する場合が多い。 
また、各都市で土地価格に関する評価を計画に盛り込んで

いる点は日本と比較して特徴的であると言える。Cleveland
市は全市的な現況分析が薄いが、36ある地区毎で分析を実
施することでそれを補完していた。分野別方針は比較的作

成しやすいが、地区別方針は各地区の整備方針等を詳細に

検討する必要があるため、計画策定に際し資源（資金・時

間）が無い場合は策定されにくいと推察され、策定状況は

都市毎にばらつきがある。地区別方針を策定している場合

はより空間計画としての意味合いが強いMPとなっている。 
3-3.土地利用転換戦略の分析 
各都市の土地利用戦略を整理した（表 3）。この表から、
今後も維持が出来るまたは回復する可能性がある居住地区

については、今後も居住地区として継続し、空洞化率が高

い場合はコミュニティガーデンや小規模都市農業等を許容

しながら緑豊かな居住地区へ転換していく土地利用戦略が

取られていた。産業用地について、これまで各都市を支え 
てきた重工業や軽工業の土地需要が低下していることから、

環境負荷の低い産業やエネルギー生産施設等を許容するこ

とで産業用地として再生が目指されていた。一方で、これ 

までの20世紀後半に立案されたMPではオープンスペー
スやレクリエーション施設などは土地利用として位置づけ 
がない場合もあったため、各都市の新MPでは土地利用と
して設定している（空き地等をオープンスペースや農地に

指定している例も見られた）。特筆すべきは、Saginaw市や
Flint市においては、産業用地と自然的土地利用の間に「可
変性」を内包した土地利用が計画内に盛り込まれている点

である。Saginaw 市の場合は空洞化地区を維持管理費が低
い緑地へ回帰させることを主たる目的としながらも、開発

用地として活用することも行政の狙いとして持っていた再

18)。Flint市では、空洞化が深刻な地区については、産業用
地へと転換することを主たる目的としながらも、開発がな

い場合には、自然的土地利用へ土地を回帰させることが行

政の狙いとしてあった再21)。いずれにしても空洞化した地区

を生産性の高い産業用地か、自然的土地利用にするもので

あり、経済開発機会の創出がない場合でも、土地の管理費

用の低減による行政サービス等の削減効果を期待している。 
これらの可変性を包含した土地利用戦略は、長きにわたる

人口減少と住宅地バブル崩壊以降不況に起因する土地需要

の低下に対応するために立案された計画であるが、人口減

少時代という将来的な見通しが不透明な状況に柔軟に対応

することが期待できる計画概念であると推察される。 
 
4. まとめと今後の展望 
4-1：本研究が明らかにした点 
 本研究では、深刻な人口減少に直面した米国の衰退工業
都市における、土地利用転換を志向するMPを分析するこ
とでその土地利用戦略に至った経緯と戦略の傾向を明らか

にした。2005年のYoungstown市の計画と住宅バブル崩壊
の影響から、規模適正化を志向する計画が増加し、土地利

用の転換手法に関しても知見の蓄積が進んだ。人口減少下

での土地利用の転換戦略は空洞化した地区を評価し直し、

新たな土地利用強度を付与し、土地需要の低下を前提とし

た新たな用途地域として土地利用計画に盛り込むという計

画技術であった。この際に、Saginaw市やFlint市では人口
動態や市場の不確実性への対応力を向上させるために可変

性を帯びた土地利用計画が導入されていることが判明した。

特にFlint市のGI地区再23)の策定以前に、Saginaw市におい 
表-3.各都市のマスタープランにおける空洞化地区に対する土地利用計画戦略の比較(26),28),33),34),36)を元に筆者が作成) 

■：マスタープランで新設された空洞化地区に対処するための土地利用（※Cleveland市は漸進的に土地利用転換が可能な街区や地区からゾーニング変更を実施しているため、当該表からは除外） 
土地利用転換の状況 Youngstown市 Saginaw市 Flint市 Pontiac市 

①空洞化した居住地区の再生 
・居住→居住 

-（新設なし） 
※従来の居住用途で対応 

■Urban Venture地区： 
学校やｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀー が閉鎖した地区で、戸建住宅/複
数世帯住宅/ﾚｸﾘｴー ｼｮﾝ/小規模商業等が許可 

■Green Neighborhood地区： 
空き地をｺﾐｭﾆﾃｨｶ゙ ｰﾃ゙ ﾝや小規模都市農業のために活用
し緑豊かな住宅地を形成する地区 

■Entrepreneurial: Residential, Commercial 
& Green（E-RCG）地区： 
居住用地、商業、都市農業、再生可能ｴﾈﾙｷﾞー 生
産、生産施設が混在した起業用地区 

②産業用地としての再生 
・産業→産業 
・居住→産業 

■Industrial Green： 
重工業/軽工業用地を環境負荷の低い
産業用地として転換する地区 
※一部の居住地区はIG地区に転換 
 
 

■Light Industrial： 
軽工業や物流施設などが立地 
■Industrial： 
重工業や生産施設などが立地 

■Commerce & Employment Center： 
大規模なオフィス・研究施設等 
■Production Center： 
生産施設などの産業用地として活用 

■Entrepreneurial: Industrial, Commercial & 
Green（E-ICG）地区： 
製造小売業、商業、都市農業、再生可能エネル
ギー生産、生産施設が混在した起業用地区 
※一部の居住地区（公有地）はE-ICG地区に転
換） 

■Green Reserve Opportunity地区： 
空洞化地区を開発用地として転換する地区（工場や
住宅の開発用地として活用）、または、空き家の除
却等を進め自然的土地利用に回帰させる地区 
※継続居住可能/新規建築許可は停止 

■Green Innovation地区： 
空洞化地区を土地の統合を進め産業用地へ転換する地
区（工場誘致等による雇用創出･経済活性化を図る）、
または、空き家の除却等を進め自然的土地利用へ回帰
させる地区  ※継続居住可能/新規居住を抑制する ③自然的土地利

用への回帰 
・居住→自然 
 

災害の危険性：低い ―（なし） ―（なし） 

災害の危険性：高い ―（なし） ■Rural Opportunity地区： 
災害危険性（河川氾濫など）がある地区で、農業や
レクリエーションに活用 

■Community Open Space & Recreation地区：
公園やオープンスペース、自然地などに指定される
（農業用途は含まない） 
※災害危険性等がある場合, 適用する場合あり 

―（なし） 

④公共施設（公園・緑地等） 
・居住→公共施設 

■Recreation/Open Space： 
公園･ｵ ﾌー゚ ﾝｽﾍﾟー ｽなど 

■Park Open Space：既存の公園・緑道・ﾚｸﾘｴー ｼ
ｮﾝ用途の地区やｵー ﾌ ﾝ゚ｽﾍ゚ ｽー（農業用途は含まない） 

■Parks, Recreation & Natural地区： 
公園や墓地、自然地などが含まれる 

⑤農地（畑など） 
・居住→農地 

■Agriculture： 
農業用途(大規模農地等を指定) 

―（なし） ―（なし） ―（なし） 
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て可変性を持つ GRO地区が立案されていたことも明らか
となった。これらは今後の状況により土地利用強度が高く

も低くも成り得るという土地利用である。以上のように、

米国の衰退工業都市では、人口減少局面における厳しい状

況に適応するために、計画枠組みの中にあえて幅を持たせ

る計画技術が見られた。 
各事例の分析を通し、各事例のMPの策定プロセス、特に
居住地区の土地利用転換を図り実質的なDZを行っている
Youngstown市、Saginaw市、Flint市においては計画策定過
程においては住民からの反発があったことが把握できた(22)。

その殆どが土地利用を変更した場合に移住を強制されるこ

とへの懸念である。各自治体は、こうした土地利用転換が

住民へ移住を強いるものではなく、既存居住者については

継続的に居住が可能であることを伝達することで計画内容

について合意形成を実施していた。 
なお、財産権の侵害等については反対意見がほとんどない

ことがインタビューで明らかになった。その要因としては、

現状の土地の資産価値が極端に低く、また個々の宅地だけ

で考えれば将来的な開発利益も期待出来ないことから、法

的拘束力のない構想であるMPでのDZについては反対意
見がなかった。むしろ、策定時点の各都市が置かれていた

厳しい状況の中で、経済開発にともなう雇用機会の創出へ

の市民の期待が大きく、合意形成に至っている。 
一方で、インタビュー再21)の中で、市民全員が都市計画制

度を十分理解しておらず、法的拘束力が伴わないMPの段
階ではDZを伴う土地利用転換に概ね合意したという側面
もあることがわかった。MPに基づきZCを策定（規制化）
した Flint 市では公聴会において市民から反対意見が出る
という事態も発生しており(23)、MP と ZC の役割や関係性
を市民が十分理解していないことも、DZを含むMPがZC
に実装出来た一因と捉えることも出来る。 
各都市が立案した土地利用転換戦略における空洞化地区

の対応の実践主体としては LBが筆頭に挙げられる。しか
しMPの策定経緯を見るとLBによる計画の実践があらか
じめ内包されているのは本論文の研究対象事例では

Saginaw市、Flint市だけである。その他の都市では策定時
に LBがない、或いは計画の策定後に住宅バブル崩壊及び
金融危機が発生し LBの動きが活発化した等の背景があっ
た。結果から言えば、MP内にLBによる具体的な実践計画
を持たない場合でも金融危機以降は後追い的にMP と LB
の連動を図るケースが見られた(24)。 
本論文で見た各都市の MP の改訂状況を概観すると、従
来的なMP同様にMP自体には法的拘束力は無いものの、
DZ対象地の多くが既にLBの所有地が集積している地区、
あるいは空洞化が深刻で開発の見込みがない地区を現状追

認的に土地利用転換するような計画とすることで、LB な
ど公的な機関が主体となりMP内で定めた土地利用転換を
実行していくことが目指されていた。ただし、MP は法的
拘束力を持たないため公的機関以外の主体（民間企業や

NPO等）との連携がなければ土地利用転換は進まないと推

察される。これはMP改訂の限界であり、規制化や連携の
方策を合わせて展開していく必要があるだろう。 
4-2：今後の課題と展望 
今後の課題としては、可変性を帯びた土地利用の計画技

術が挙げられる。まず、本研究で抽出した可変的な土地利

用の計画概念は、空洞化地区が産業用地、もしくは自然的

土地利用に転換されるものであった。本研究の事例では、

産業用地化する場合にはこれ以上土壌汚染等の環境負荷を

かけない等の条件がMP内に記載されている場合が見られ
（Youngstown市やFlint市など）、土壌汚染がない場合は
一度産業用地化した土地を自然的土地利用に転換する場合

には、浄化費用などの障壁が低く、比較的自然的土地利用

に戻しやすいものと考えられる（なお、土壌汚染があった

場合でも汚染者負担の原則により浄化などがなされると想

定される）。また、可変的土地利用の土地利用の枠組みの

中で、経済停滞等に伴い産業用地から自然的土地利用に転

換する場合は、再び産業用地化する可能性を残した上で、

まずは「暫定的に」自然的土地利用へ転換するケースが想

定出来る(25)。この場合には、この自然的土地利用が定着

し、さらに土地所有者が同意した場合においては自然的土

地利用をゾーニングとして固定出来る可能性もあるものと

推察する。つまり、土地利用の可変性がより先の市場の動

向等を見て土地の運用を判断する余地や、将来所有者との

合意形成の可能性を生むことが期待出来る。一方、可変的

な土地利用の枠組みの中で自然的土地利用の土地を産業用

地化するような場合には、都市全体の計画の中で可変的に

運用可能な土地利用の総量（開発可能用地の総量）をコン

トロールする仕組みや開発の妥当性を検証する仕組みを担

保しておくことが重要である。さもなければ、その時々の

土地需要に対応した単なる無秩序な開発を行うことでイン

フラの非効率化や住環境の悪化などの外部不経済性の発生

や可変的な土地利用であることを利用した環境破壊を伴う

ような開発行為の発生等が予想されるからである。 
最後に、本論文は米国の人口減少に直面した衰退工業都

市の新MPにおける土地利用戦略、特にDZを図る用途地
域の土地利用転換戦略に着目しているが、そうしたMPに
基づくZCによってDZを実施する際の実態に言及する。 
2005 年の MP をベースに 2013 年に ZC を変更した

Youngstown市では、LSO 地区を策定している。LSO地区
は商業的農業や動物関連の用途(26)のみ許容する用途地域で

あるが、その制限内容ついては takingに該当しないとして
いる(27)。Flint市も2013年に策定したMPに基づきZCの改
訂を実施しているが、GI地区の指定は takingには該当しな
いと判断している(28)。これらは既往研究再18)に基づけば、土

地の現状価値が低いことに加え、利用の権利を一定程度残

して要るため takingに該当しないものと推察される。 
以上から、事例が限られるものの、本論文の研究対象で

ある衰退工業都市における現段階でのDZの内容について
は、過去の判例やZC策定時においても takingに該当する
ものではないと判断されていることが把握出来た。今後も
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人口減少下でのDZの計画技術については類似事例につい
て調査・分析を継続して実施していく必要がある(29)。 
 
【謝辞】 
本研究は、一般財団法人住総研2017年度研究助成、公益財団法人松下幸之
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【補注】 

(1)政策の循環性、選択性、可変性、不確実性などを規範とした計画理論。
短期的な計画で使用されることが多い。 

(2)参考文献10)によれば、Schillingらは、規模適正化とは「開発可能用地の
量を調整することで、市街地の物的環境と、既存および将来の人口規模
とを入念に調整し、機能不全に陥った市場と不安定な近隣地区を安定化
させること」と定義している。 

(3) takingとは、土地利用規制が補償の必要な収用とみなされる場合を指す。 
(4) Lucus判決(1992)、Penn Central判決(1978)を事例として取り上げている。 

 (5)インタビュー調査対象自治体リスト 
No. 自治体 実施時期 
1 Youngstown市役所 2017.5/2017.11 
2 Cleveland市都市計画委員会 2017.10 
3 Cleveland Urban Design 

Collaborative 2017.10 

4 Saginaw市役所 2017.12/2018.4	 ※メールインタビュー 
5 Flint市役所 2016.11/2017.5/2017.11 

(6) NSP1では39.2億ドル、NSP2では19.3億ドル、NSP3では10億ドルが
支援された。NSP2のみ競争的資金として配分された。 

(7)HHFは計5回に分けて配分され合計で96億ドルの資金が注入された。 
(8)参考文献7)および9)に基づく。 
(9) Center For Community ProgressのDanielle Lewinski氏へのインタビュー調
査に基づく(2016年5月実施)。 

(10)インタビュー調査1に基づく。 
(11) ベースゾーニング（用途地域）に追加的な規制を重ねるオーバレイ地
区による規制。米国においては広く普及している計画技術であるが、
災害の危険性のある区域や歴史的建造物の保全に使うことが一般的で
あった。 

(12)実際には、市にはLBが存在していたものの（1996年設立）、スタッフ
が1人と処理可能な物件数には限界があった。2011年に郡LBが設立
されて以降、連邦資金等を活用した空き家の除却等が一層推進される
ようになった（参考文献20に詳しい）。 

(13)インタビュー調査2に基づく。 
(14)Cleveland市は市と郡の二層制のLBを敷いており、市LBは市内の更
地化した宅地を郡LBから無償譲渡されている(参考文献30)による)。 

(15) その指針となっているのは市役所と非営利組織のNeighborhood 
Progress Inc.およびケント州立大学のCleveland Urban Design Collaborative
（CUDC）が2008年に策定した計画書「Re-Imaging A More Sustainable 
Cleveland」である。当該計画ではMPや郡の広域緑地計画に基づきLB
物件（空き地）が長期的に緑地として保全されるべき性格を持ってい
るか(判断指標１)を判断する。緑地として保全する場合は保全に向けた
各種メニューを展開する(緑化など)。判断指標１で保全しないと判断さ
れた場合、次の段階としてその土地は開発ポテンシャルを有するかど
うか(判断指標２)が判断される。ポテンシャルを有する場合（0-5年以
内で開発）には土壌の浄化や暫定用地として維持し、ポテンシャルが
ない場合は都市農業用地等として活用されるよう指針を示している。 

(16)インタビュー調査3に基づく。 
(17)参考文献32)を元に筆者作成。 
(18)インタビュー調査4に基づく。 
(19)参考文献33) P75 
(20)参考文献23)に基づく。ただし、参考文献23）によると住民ワークショ
ップにおいては、郡LBはデータ提供等に注力するとともに、空洞化地
区において空き物件（空き家・空き地）を多く保有する大規模土地所
有者としての発言権を極力抑制し、住民同士の同意に基づく土地利用
の決定を促していた。 

(21) インタビュー調査5に基づく。 
(22) Youngstown市(IG地区)、Saginaw市(GRO地区)、Flint市(GI地区)は実
質的にはDZに該当する。Cleveland市はLB所有の土地や合意形成が
実施出来た地区のみスポット的にDZされており、MPの中で面的に
DZするエリア指定はしていない。Pontiac市のE-ICG地区はほとんど
が公有地をDZしているため実質的に住民との合意形成はしていない。 

(23)参考文献23)に基づく。 
(24) Youngstown市、Cleveland市など。差押え不動産の増加からLBの重要
性が高まったことに加え、連邦政府からの資金援助も手厚くなったた
めと考察できる。 

(25) 暫定緑地の位置付けは各都市のMP内でも不明瞭である。一部分は公
園計画や緑地計画の中で位置づけられているが、大部分は位置づけが
不明確であり（恒久的な都市施設等ではない）、計画側の観点からどの
ようにこれら暫定緑地を考えていくべきか検討が必要である。 

(26)家畜競売所、養魚場、犬小屋、乗馬場、動物病院など。 
(27)参考文献27) P5. 1101.012. による。 
(28)インタビューNo5(2017.5)による。 
(29) DZ技術の日本への応用性を検討する場合には、米国の衰退工業都市
のような極端な地価の下落が発生している状況あるいはLBが廉価で土
地を売却するような状況が現段階では想定しにくいため、リ・ゾーニ

ングが財産権の侵害に該当しないかどうかの確認を慎重に実施する必
要があるものと推察される。 
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